
証券コード　7284
2019年６月６日

株　主　各　位
神奈川県厚木市寿町三丁目１番１号ルリエ本厚木

取締役社長 飯 塚 　 清

第64回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第64回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権行使書用
紙に賛否をご表示され、2019年６月24日（月曜日）午後５時15分までに到着するよう
ご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記
1. 日 時 2019年６月25日（火曜日）午前10時　（受付開始時刻：午前９時）
2. 場 所 神奈川県厚木市中町二丁目13番１号

レンブラントホテル厚木　３Ｆ　相模「西・中」
3. 目的事項

報 告 事 項 1.第64期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）
事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査
役会の連結計算書類監査結果報告の件

2.第64期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役５名選任の件
第３号議案 監査役３名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件

4.　その他株主総会招集に関する事項
代理人による議決権の行使につきましては、当社の議決権を有する他の株主様
１名を代理人として、その議決権を行使することとさせていただきます。ただ
し、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申しあげます。

　当日は、軽装（クールビズ）にて対応させていただきますので、ご了承賜りますようお願い申しあげ
ます。株主の皆様におかれましても、軽装にてご出席くださいますようお願い申しあげます。

　次の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブ
サイト（http://www.meiwasangyo.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知添付書類には記載
しておりません。

　①　連結計算書類の連結注記表

　②　計算書類の個別注記表

　株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正すべき事情が生じた場合は、上
記の当社ウェブサイトにおいて、修正後の事項を掲載させていただきます。
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（添付書類）

事 業 報 告

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

1.　企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

①　当期の概況

　当期のわが国経済は、雇用や所得環境の改善傾向が持続し、自然災害の影響

が一巡して設備投資や輸出が増加するなど緩やかな回復基調で推移しました。

一方、米中貿易摩擦の深刻化や英国のEU離脱問題等、先行き不透明な状況とな

っております。

　当社グループが属する自動車業界におきましては、国内需要は軽自動車を中

心に堅調に推移しました。米国では乗用車の需要減をSUV（多目的スポーツ車）

等が補いましたが、成長を続けてきた中国の需要は減少に転じています。

　このような状況のもと、当社グループは、中期経営計画GT300に基づき、日

本・中国・ASEAN・北米の四極グローバルで自動車部品供給体制確立に向けて取

り組んでまいりました。

　当連結会計年度の業績につきましては、売上高は国内の新車効果や北米の量

産受注品の順調な増加等により21,763百万円（前連結会計年度比6.8％増）とな

りました。営業利益は原価低減効果や生産効率化等により331百万円（前連結会

計年度比4.3％増）、経常利益は337百万円（前連結会計年度比9.0％増）、親会

社株主に帰属する当期純利益は300百万円（前連結会計年度比12.8％増）となり

ました。

②　セグメント別の状況

(自動車部品)

　売上高は、北米を中心とする海外売上の増加や国内売上が自然災害の影響を

挽回し回復したこと等により20,044百万円、セグメント利益は、増収効果と全

社的な総原価低減により270百万円となりました。

(住宅)

　住設資材分野を中心に堅調に推移し、売上高は1,699百万円、セグメント利益

は58百万円となりました。

(その他)

　売上高は20百万円、セグメント利益は3百万円となりました。
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(2) 設備投資の状況

当期中の設備投資額は総額 1,650百万円であります。これは、主として自動車

部品事業における受注品生産のための生産設備及び型治具等の取得であり、生産

能力の増強、合理化及び更新などを目的に行ったものであります。

(3) 資金調達の状況

　特記すべき事項はありません。

(4) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

(6) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　該当事項はありません。

(7) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　該当事項はありません。

(8) 対処すべき課題

①　自動車部品の受注拡大と新製品・新技術の開発

　自動運転技術の発展や電動化などにより自動車産業は変革期を迎えておりま

す。市場の変化をチャンスと捉え、自動車部品の受注拡大に向けて技術開発体

制の強化拡充を図り、顧客の期待を超える新製品・新技術の開発を進めてまい

ります。継続的に品質と性能の向上に努め、内装部品サプライヤーとしてのプ

レゼンスを高めてまいります。

②　海外拠点の体質強化と市場開拓

　グローバル部品供給体制の確立に向け、海外拠点の経営体質を一層強化する

とともに市場開拓を進めてまいります。

　北米では、積極的な受注活動により生産規模が飛躍的に伸びております。今

後は更なる品質向上と収益力の強化に努めてまいります。

　中国では、新設の武漢連絡事務所を足がかりに内陸部の市場開拓を進めると

ともに、技術力を活かした開発提案により受注拡大を図ります。

　ASEANでは、タイの子会社で材料から製品までマット製品の一貫生産体制の構

築を終え、顧客の現地部品調達ニーズへの対応を積極化いたします。
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③　収益体質の強化

　国内の自動車生産は今後も伸び悩むものとみられ、世界生産も先行き不透明

な状況にあります。工程改善など生産体制の効率化を一層進めると共に、資材

調達面でもグローバルで取引先と連携するなど、あらゆる業務プロセスにおい

て採算改善を追求してコスト競争力を高め、収益体質の強化を図ります。

④　住宅事業の拡大

　住宅事業では、住設資材分野を中心に開発案件を積極的に取り込み、業容拡

大を図ります。樹脂の積層技術を応用した新製品・新用途の開拓を積極的に進

め、提案力を高めて事業の幅を広げてまいります。

(9) 財産及び損益の状況の推移

①　企業集団の財産及び損益の状況

期別

項目

第61期

( 2015年４月１日から
2016年３月31日まで )

第62期

( 2016年４月１日から
2017年３月31日まで )

第63期

( 2017年４月１日から
2018年３月31日まで )

第64期
（当連結会計年度)

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

売 上 高
百万円 百万円 百万円 百万円

19,051 19,068 20,368 21,763

経 常 利 益
又は経常損失（△)

百万円 百万円 百万円 百万円

△69 △69 309 337

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円 百万円

174 109 266 300

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

円 円 円 円

49.77 31.18 76.14 85.91

総 資 産
百万円 百万円 百万円 百万円

22,243 23,089 23,266 23,242

純 資 産
百万円 百万円 百万円 百万円

11,812 11,192 11,490 11,166

１ 株 当 た り
純 資 産 額

円 円 円 円

3,373.75 3,196.83 3,282.20 3,189.88

（注）1.　１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は期末発行
済株式総数によりそれぞれ算出し、表示単位未満は四捨五入しております。なお、期中平
均発行済株式総数と期末発行済株式総数については、自己株式数を控除しております。

2.　当社は、2015年10月１日付で、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しており
ます。１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額につきましては、当該株式併合が第
61期の期首時点に行われたと仮定して算定しております。

－ 4 －

対処すべき課題、財産及び損益の状況の推移



②　当社の財産及び損益の状況

期別

項目

第61期

( 2015年４月１日から
2016年３月31日まで )

第62期

( 2016年４月１日から
2017年３月31日まで )

第63期

( 2017年４月１日から
2018年３月31日まで )

第64期
(当事業年度)

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

売 上 高
百万円 百万円 百万円 百万円

16,665 16,402 17,124 17,854

経 常 利 益
百万円 百万円 百万円 百万円

184 104 214 399

当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円 百万円

328 310 303 552

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

円 円 円 円

93.72 88.77 86.69 157.78

総 資 産
百万円 百万円 百万円 百万円

20,664 21,536 21,561 22,325

純 資 産
百万円 百万円 百万円 百万円

11,338 11,259 11,477 11,664

１ 株 当 た り
純 資 産 額

円 円 円 円

3,238.32 3,216.13 3,278.49 3,332.09

（注）1.　１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は期末発行
済株式総数によりそれぞれ算出し、表示単位未満は四捨五入しております。なお、期中平
均発行済株式総数と期末発行済株式総数については、自己株式数を控除しております。

2.　当社は、2015年10月１日付で、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しており
ます。１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額につきましては、当該株式併合が第
61期の期首時点に行われたと仮定して算定しております。

(10) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会　社　名 資本金 出資比率(％) 主要な事業内容

盟和（大連）汽車配件有限公司 1,004,100千円 100.00 自動車内装部品の製造・販売

盟和（佛山）汽車配件有限公司 900,000千円 100.00 自動車内装部品の製造・販売

MEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC. 18,500千米ﾄﾞﾙ 100.00 自動車内装部品の製造・販売

MEIWA INDUSTRY(THAILAND)CO.,LTD. 332,000千ﾊﾞｰﾂ 100.00 自動車内装部品の製造・販売

（注）MEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC.は、2018年11月30日付で増資を行い、資本金が増加してお
ります。

③　特定完全子会社に関する事項

　該当事項はありません。
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(11) 主要な事業内容

　当社グループの事業区分別主要製品は次のとおりです。

事 業 区 分 品 目 主 要 製 品 用 途

自動車部品事業

トランク内装品

トランクフロア・ラゲージフロア

トランクフロント

トランクリッド・バックドアトリム

トランクサイド・ラゲージサイド・ラゲージサイドトリム

デッキボード

トランクツールボックス

床材

フロント内張り部品

バック内張り部品

サイド内張り部品

高剛性床材

床下収納用部品

フ ロ ア 内 装 品

フロアマット

デッキマット

キャブフロアマット

室内床マット

バン系荷台マット

トラック系カバーシート

ル ー フ
嵌め込み天井

成形天井

天井内張り部品

〃

シートバックパネル

フロントシートバックパネル

セカンドシートバックパネル

サードシートバックパネル

ネットアッシー

座席付帯部品

〃

〃

〃

そ の 他

スライドドアトリム

リヤサイドトリム

リヤシートクッションパッド

ピラーカバー

ダッシュサイレンサー

ティビアパッド

リヤフロアスペーサー

バッテリーカバー

室内内張り部品

〃

リヤシート内部クッション部品

ピラー部内張り部品

遮音部品

衝突緩衝部品

床嵩上げ部品

バッテリー遮熱カバー

住宅事業
産 業 資 材

産業資材

〃

建築資材

土木資材

住宅設備部材等

遮音・防音材

床・壁・天井材等

遮水・止水・排水材等

不 動 産 販売用土地

その他 発泡プラスチック成形品等 梱包用緩衝材等 緩衝材等
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(12) 営業所及び工場

①　当　社

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 神 奈 川 県 中 国 統 括 部 中 華 人 民 共 和 国

東 京 営 業 部 神 奈 川 県 住 宅 営 業 部 神 奈 川 県

東 海 営 業 部 愛 知 県 長 野 工 場 長 野 県

群 馬 営 業 所 群 馬 県 甲 府 工 場 山 梨 県

広 島 営 業 所 広 島 県 岐 阜 工 場 岐 阜 県

②　子会社

名 称 所 在 地

盟和（大連）汽車配件有限公司 中 華 人 民 共 和 国

盟和（佛山）汽車配件有限公司 中 華 人 民 共 和 国

MEIWA INDUSTRY(THAILAND)CO.,LTD. タ イ 王 国

MEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC. ア メ リ カ 合 衆 国

MEIWA INDUSTRIA MÉXICO, S.A. DE C.V. メ キ シ コ 合 衆 国

(13) 従業員の状況

①　企業集団の従業員数

従 業 員 数 531名（前期比22名増）
（注）従業員数には、臨時及び嘱託従業員数（42名）は含んでおりません。

②　当社の従業員数

従 業 員 数 245名（前期比19名減）

平 均 年 齢 43.5歳

平均勤続年数 19.7年
（注）従業員数には、臨時及び嘱託従業員数（42名）は含んでおりません。
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(14) 主要な借入先の状況

借 入 先 借 入 金 残 高

百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,037

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 605

株 式 会 社 群 馬 銀 行 600

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 247

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 190

(15) その他の企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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2.　会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数（普通株式） 9,408,000株

(2) 発行済株式総数（普通株式） 3,500,622株

（自己株式2,237株を除く）

(3) 株主数 3,575名

（前期末比66名減）

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

太 陽 生 命 保 険 株 式 会 社 210,120 6.00

株 式 会 社 陽 栄 180,355 5.15

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 130,926 3.74

株 式 会 社 プ ラ イ ム ポ リ マ ー 119,200 3.40

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 105,500 3.01

三 井 物 産 プ ラ ス チ ッ ク 株 式 会 社 80,000 2.28

黄 　 聖 博 77,700 2.21

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 72,700 2.07

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 66,478 1.89

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 58,200 1.66

（注）　持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。

3.　会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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4.　会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の状況

会社における地位 担当及び重要な兼職の状況 氏 名

代 表 取 締 役 会 長 清 水 俊 彦

代 表 取 締 役 社 長 飯 塚 　 清

取締役専務執行役員 技術開発部門、品質保証部門、生産部門担当

MEIWA INDUSTRY(THAILAND)CO.,LTD.　取締役

MEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC. 取締役

大 槻 久 人

社 外 取 締 役 弁護士、株式会社中村屋　社外監査役 原 　 秋 彦

社 外 取 締 役 株式会社三陽商会　社外監査役 三 浦 孝 昭

常 勤 監 査 役 小 松 繁 雄

社 外 監 査 役 佐 田 成 史

社 外 監 査 役 　株式会社はせがわ　社外取締役 森 山 弘 和

（注）1.　当期中の取締役及び監査役の異動はありません。

2.　2019年４月１日付で、取締役会長に清水俊彦、取締役副社長執行役員に大槻久人の各氏が選定さ

れ、就任いたしました。

3.　2019年４月１日付で、取締役大槻久人氏の現担当以外に社長補佐を追加いたしました。

4.　監査役小松繁雄氏は、長年の財務・経理業務の実務経験にもとづく財務及び会計に関する相当程

度の知見を有しております。

5.　監査役佐田成史氏は、金融機関で培った財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

6.　取締役原　秋彦氏及び三浦孝昭氏を、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２に

定める独立役員として届け出ております。

7.　会社法第427条第１項に基づき、取締役原　秋彦氏及び三浦孝昭氏並びに各監査役との間で、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の

限度額は、1,000万円又は法令に規定されている最低責任限度額のいずれか高い額としております。
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

取締役 5名 112,200千円

監査役 3名 22,200千円
（注）1.　報酬等の額のうち、社外取締役２名に対する報酬等の額は10,800千円、社外監査役２名に対する

報酬等の額は7,680千円であります。

2.　報酬等の額には、当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額（取締役３名に対して2,387千円）が含

まれております。

(3) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の業務執行取締役等の重要な兼職状況

　該当事項はありません。

②　他の法人等の社外役員との重要な兼職状況

　社外取締役原　秋彦氏は、株式会社中村屋の社外監査役であります。当社と
兼職先との間には特別の関係はありません。
　社外取締役三浦孝昭氏は、株式会社三陽商会の社外監査役であります。当社
と兼職先との間には特別の関係はありません。
　社外監査役森山弘和氏は、株式会社はせがわの社外取締役であります。当社
と兼職先との間には特別の関係はありません。

③　当事業年度における主な活動の状況

地 位 氏 名 主 な 活 動 状 況

社 外 取 締 役 原 　 秋 彦

当期開催の取締役会16回中16回に出席し、疑
問点等を明らかにするために適宜意見を述べ
ております。

社 外 取 締 役 三 浦 孝 昭

当期開催の取締役会16回中16回に出席し、疑
問点等を明らかにするために適宜意見を述べ
ております。

社 外 監 査 役 佐 田 成 史

当期開催の取締役会16回中16回に出席し、疑
問点等を明らかにするために適宜意見を述べ
ております。また、当期開催の監査役会16回
中16回に出席し、監査結果についての意見交
換、監査に関する重要事項の協議等を行って
おります。

社 外 監 査 役 森 山 弘 和

当期開催の取締役会16回中16回に出席し、疑
問点等を明らかにするために適宜意見を述べ
ております。また、当期開催の監査役会16回
中16回に出席し、監査結果についての意見交
換、監査に関する重要事項の協議等を行って
おります。
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5.　会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

(2) 報酬等の額

①　当事業年度に係る報酬等の額

26,000千円

②　当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

26,000千円

（注）1.　当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査報酬の額を区分しておりませんので、上記金額には金融商品取引法に基づく監査の
報酬等の額を含めて記載しております。

2.　監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算
出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等
の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案

の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら

れる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場

合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、

会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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6.　会社の体制及び方針

(1) 業務の適正を確保するための体制

　当社グループは、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制その他業務の適正を確保するための体制（「内部統制システム構築の基

本方針」）を以下のとおり定めております。

 ①　当社及び当社子会社（以下、「当社グループ」という。）の取締役（海外子会

社の取締役相当職を含む。以下、「取締役等」という。）及び使用人の職務の

執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

 　1) 「企業理念」及び法令及び社会通念を遵守した行動を取るための｢企業行動規

範｣の徹底を図るとともに、コンプライアンス委員会が当社グループにおける

コンプライアンスに関する取り組みを横断的に統括する。同委員会での協

議・決定事項については当社グループの取締役等・監査役へ報告する。

 　2) 内部通報制度を活用して不正・違反行為等の早期発見と是正を図るものとす

る。

 　3) 反社会的勢力との関係を排除するとともに、反社会的勢力からの不当な要求

に対しては、警察・顧問弁護士等と緊密に連携し、当社グループを挙げて毅

然とした姿勢で対応する。

 ②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　文書帳票管理規程、情報管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書

または電磁的媒体に記録し、保存する。取締役及び監査役は文書帳票管理規程に

より常時これらの文書等を閲覧できるものとする。

 ③　当社グループの損失の危険の管理に関する規定その他の体制

　当社グループで発生する可能性がある多様なリスクについては、コンプライア

ンス規程、リスク管理規程等の社内規程に基づき、コンプライアンス委員会で

「全部門で想定されるリスクガイドライン」を制定し、責任部署を明確化すると

ともに対策を立案し、実行する。同ガイドラインは必要に応じて見直しを行うも

のとする。

 ④　当社グループの取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

 　1) 当社取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基

礎として、当社取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨

時に開催する。

 　2) 連結およびグループ各社の中期経営計画・年度計画等の策定、当社グループ

の経営戦略に関わる重要事項については事前に経営会議において議論を行い、

その審議を経て執行決定を行うものとする。
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 　3) 当社グループの業務執行に係る情報を当社各部門・グループ各社間で共有し、

適切かつ効率的な業務執行が行われるよう、各子会社を含め毎月定期的に会

議体を開催する。

 　4) 当社取締役会の決定に基づく業務執行については、業務分掌規程においてそ

れぞれの責任者及びその責任、執行手続の詳細について定めることとし、各

子会社においてもグループ会社管理規程のもと当社規程等に準じた業務分掌

規程等を整備するよう指導する。

 ⑤　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

 　1) 担当取締役は、グループ各社においてコンプライアンス体制の整備が行われ

るよう努めるとともに、グループ各社から定期的に業務執行状況の報告を受

け適宜指導する。

 　2) 当社は、グループ会社管理規程に基づき、各子会社に対し、業績状況につい

ては毎月、その他決算状況、経営上の重要事項については定期的に当社に報

告することを義務付けている。

 　3) 当社内部監査室は、グループ会社管理規程に基づき、必要に応じて業務監査・

会計監査・組織、制度監査等の内部監査を実施する。

 　4) 当社は、財務報告の信頼性を確保するための金融商品取引法に規定された財

務報告に係る内部統制が有効に行われる体制を構築し、その仕組みが適正に

機能することを継続的に評価し、不備があれば必要な是正を行う。

 ⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項

　監査役の職務を補助すべき使用人の設置について、監査役から要請があった場

合は、速やかに適切な人員配置を行う。

 ⑦　監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対

する指示の実効性の確保に関する事項

　当該使用人は監査職務の補助に関し監査役の指揮命令下に置くものとする。

また当該使用人の人事異動・人事評価については、予め監査役と事前に協議を行

い、同意を得たうえで決定する。

 ⑧　当社グループの取締役等及び使用人が監査役に報告をするための体制その他

の監査役への報告に関する体制

 　1) 監査役は、経営会議、コンプライアンス委員会その他社内会議に出席すると

ともに、重要な議事録・稟議書等、随時閲覧できる体制とし、必要に応じて、

当社グループの取締役等及び使用人にその説明を求めることができるものと

する。

 　2) 当社グループの取締役等及び使用人は、法令違反その他コンプライアンスに

関する重要な事項を発見したときは監査役に報告する体制とする。
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 　3) 監査役へ報告を行った当社グループの取締役等及び使用人が、当該報告をし

たことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する体制とする。

 　4) 内部通報制度管理規程に基づき、社内窓口を担当部署と監査役、外部窓口を

顧問弁護士とし内部通報制度を運用し、速やかに通報状況を窓口関係者間で

共有する体制とする。

 ⑨　監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針

　監査役がその職務の執行について当社に対して会社法第388条に基づく費用の

前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用

又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速や

かにこれに応じるものとする。

 ⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役会は、代表取締役社長、監査法人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催

する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

 ①　内部統制システム全般について

　当社グループは上記の（「内部統制システム構築の基本方針」）に基づき、内

部統制の整備と適切な運用を実施しております。

　また、内部監査室では事業年度ごとに「財務報告に係る内部統制の基本計画

書」を策定し、取締役会での決議、コンプライアンス委員会での内容説明、さら

に策定した計画の実施状況を取締役会で中間報告する等、適切な内部統制の整

備・運用・評価に努めております。

 ②　コンプライアンス体制について

　当社はコンプライアンス委員会を設置し、当社グループのコンプライアンスに

関する課題の把握とその対応策の立案・実施をしております。

　また、社内各部署においては事業年度ごとに「コンプライアンス行動計画」を

策定し、「企業理念」、「企業行動規範」、各種関連法令等、全社員へのコンプ

ライアンス意識の浸透・高揚に努めております。

　法令違反・不正行為等の早期発見及び未然防止については、当社グループを対

象とした「内部通報制度管理規程」により、内部通報制度を周知し、社員に対し

て不正防止・自浄作用等の意識向上を図っております。

 ③　リスク管理体制について

　事業年度ごとに、全社的な重要リスクの見直し作業を行い「全部門で想定され

るリスクガイドライン」を策定し、経営に重大な影響を及ぼす危機を未然に防止

すること、及び万一発生した場合の被害の極小化を図っております。

－ 15 －

会社の体制及び方針



 ④　子会社の管理体制について

　当社は「グループ会社管理規程」に基づき、海外業務部が主体となり、定期的

な会議体を開催し、各子会社からの業務執行状況・業績状況等、資料の提出とと

もに報告を受け、業務の適正の確保に努めております。

　また、当社の内部監査室は監査役と連携を図りながら、グループ各社の業務監

査、会計監査、組織・制度監査等の内部監査を実施しております。

 ⑤　取締役の職務執行について

　当社の取締役会は、社外取締役２名を含む５名で構成されており、社外監査役

２名を含む監査役３名も出席しております。

　原則として毎月１回定時取締役会を開催し（当期は16回開催）、法令等に定め

られた事項及び経営方針・経営計画の策定等、経営に関する重要事項を決定して

おります。また、月次の経営業績の分析・対策・評価の検討、期中での経営計画

の見直し、中期経営計画の進捗状況の把握、計画対比乖離の分析、対応等の協

議、検討を行っております。

　当社グループの経営戦略に係る重要案件については、事前に経営会議において

議論を行っております。

　取締役会等の会議体において建設的な議論・意見交換ができるよう、議案及び

関連資料の事前配布を徹底し、社外取締役及び社外監査役をはじめとする会議出

席者に充分に検討する時間を確保しております。

　取締役会の実効性評価については、前期と同様、全取締役及び全監査役を対象

とした個別アンケートにより実施し、取締役会出席メンバーにて評価結果による

現状認識・協議を行い、取締役会の議事運営は概ね適切であり、当社取締役会の

実効性は充分確保されているものと評価いたしました。今後も継続して取締役

会の実効性の向上に努めてまいります。

　なお、取締役会、経営会議等取締役が主催又は出席する会議体の議事録は、総

合管理部が作成し管理しております。

 ⑥　監査役の職務執行について

　当社の監査役会は、社外監査役２名を含む監査役３名で構成されており、原則

として毎月１回定時監査役会を開催しております（当期は16回開催）。

　また、社外監査役を含む監査役は、取締役会への出席、常勤監査役による経営

会議及びその他の重要会議への出席、取締役、経営陣幹部、従業員等からの業務

執行状況の聴取等を通じて、取締役の職務執行の監査及び内部統制の整備、運用

状況を確認しております。

　当社の内部統制システム全般のモニタリングについては、会計監査人、内部監

査室と連携し、定期的な情報交換を行っております。
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　なお、必要に応じて監査役の指揮命令のもと、総合管理部が監査役の職務を補

助しております。

(3) 株式会社の支配に関する基本方針

　当社は現時点では当該基本方針及び買収防衛策につきましては、特に定めており

ません。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2019年３月31日現在）

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

繰 延 税 金 資 産

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

10,818,488

2,633,798

82,341

869,320

4,635,366

200,000

1,317,999

840,164

56,625

158,962

23,911

12,423,750

9,340,280

2,786,448

107,762

1,935,069

5,247

1,081,634

2,325,519

405,560

693,036

401,744

351,967

48,042

1,004

729

2,681,725

1,190,106

23,528

986,553

121,339

379,528

△19,330

（負　債　の　部）

流 動 負 債 8,116,693

支 払 手 形 2,792,124

買 掛 金 1,721,374

短 期 借 入 金 2,016,010

１年内返済予定の長期借入金 526,869

リ ー ス 債 務 106,223

未 払 金 378,185

未 払 法 人 税 等 47,692

未 払 消 費 税 等 52,786

未 払 費 用 165,677

預 り 金 32,365

賞 与 引 当 金 172,274

役 員 賞 与 引 当 金 2,387

設 備 支 払 手 形 98,266

そ の 他 4,453

固 定 負 債 3,958,971

長 期 借 入 金 1,495,594

リ ー ス 債 務 329,413

長 期 未 払 金 310,169

退職給付に係る負債 1,768,892

そ の 他 54,900

負 債 合 計 12,075,664

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 10,800,071

資 本 金 2,167,399

資 本 剰 余 金 2,377,042

利 益 剰 余 金 6,258,305

自 己 株 式 △2,675

その他の包括利益累計額 366,503

その他有価証券評価差額金 24,222

為 替 換 算 調 整 勘 定 396,193

退職給付に係る調整累計額 △53,913

純 資 産 合 計 11,166,574

資 産 合 計 23,242,239 負債及び純資産合計 23,242,239
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連 結 損 益 計 算 書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 21,763,696

売 上 原 価 18,455,268

売 上 総 利 益 3,308,428

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,976,699

営 業 利 益 331,728

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5,642

受 取 配 当 金 36,251

為 替 差 益 11,392

補 助 金 収 入 10,330

そ の 他 営 業 外 収 益 34,354 97,971

営 業 外 費 用

支 払 利 息 78,831

支 払 手 数 料 7,960

そ の 他 営 業 外 費 用 5,439 92,232

経 常 利 益 337,468

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 47,408 47,408

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 11,021

減 損 損 失 1,824 12,846

税金等調整前当期純利益 372,030

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 97,219

法 人 税 等 調 整 額 △25,948 71,270

当 期 純 利 益 300,759

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 300,759
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連結株主資本等変動計算書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

(単位：千円)

株　　　主　　　資　　　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 2,167,399 2,377,042 6,132,582 △2,549 10,674,473

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △175,036 △175,036

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

300,759 300,759

自 己 株 式 の 取 得 △125 △125

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変 動 額 （ 純 額 ）

連結会計年度中の変動額合計 － － 125,723 △125 125,597

当連結会計年度末残高 2,167,399 2,377,042 6,258,305 △2,675 10,800,071

その他の包括利益累計額

純資産合計その他
有価証券

評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計

当連結会計年度期首残高 214,133 657,189 △55,682 815,640 11,490,114

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △175,036

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

300,759

自 己 株 式 の 取 得 △125

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変 動 額 （ 純 額 ）

△189,910 △260,995 1,768 △449,137 △449,137

連結会計年度中の変動額合計 △189,910 △260,995 1,768 △449,137 △323,539

当連結会計年度末残高 24,222 396,193 △53,913 366,503 11,166,574
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貸 借 対 照 表

（2019年３月31日現在）

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

関係会社短期貸付金

１年内回収予定の関係会社長期貸付金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

8,992,997

1,804,976

69,787

869,320

3,898,099

200,000

928,946

513,209

41,435

139,886

333,030

187,027

7,279

13,332,255

5,633,480

1,275,756

56,547

692,884

2,433

948,499

2,024,370

402,071

230,917

40,543

11,562

27,819

1,004

156

7,658,231

1,190,106

23,528

5,208,149

217,151

853,073

121,339

64,213

△19,330

（負　債　の　部）

流 動 負 債 7,493,433

支 払 手 形 2,792,124

買 掛 金 1,432,810

短 期 借 入 金 1,903,030

１年内返済予定の長期借入金 488,827

リ ー ス 債 務 105,270

未 払 金 281,381

未 払 法 人 税 等 47,692

未 払 消 費 税 等 40,226

未 払 費 用 99,525

預 り 金 29,616

賞 与 引 当 金 172,274

役 員 賞 与 引 当 金 2,387

設 備 支 払 手 形 98,266

固 定 負 債 3,167,415

長 期 借 入 金 833,351

リ ー ス 債 務 326,949

長 期 未 払 金 310,169

退 職 給 付 引 当 金 1,691,230

そ の 他 5,715

負 債 合 計 10,660,848

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 11,640,181

資 本 金 2,167,399

資 本 剰 余 金 2,386,743

資 本 準 備 金 1,696,397

そ の 他 資 本 剰 余 金 690,345

利 益 剰 余 金 7,088,713

利 益 準 備 金 414,702

そ の 他 利 益 剰 余 金 6,674,011

償却資産圧縮積立金 3,621

土 地 圧 縮 積 立 金 61,460

別 途 積 立 金 4,450,000

繰 越 利 益 剰 余 金 2,158,929

自 己 株 式 △2,675

評 価 ・ 換 算 差 額 等 24,222

その他有価証券評価差額金 24,222

純 資 産 合 計 11,664,403

資 産 合 計 22,325,252 負債及び純資産合計 22,325,252
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損 益 計 算 書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 17,854,091

売 上 原 価 15,130,922

売 上 総 利 益 2,723,168

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,347,827

営 業 利 益 375,341

営 業 外 収 益

受 取 利 息 25,344

受 取 配 当 金 36,251

そ の 他 営 業 外 収 益 20,768 82,365

営 業 外 費 用

支 払 利 息 46,660

支 払 手 数 料 7,960

そ の 他 営 業 外 費 用 3,153 57,775

経 常 利 益 399,931

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 47,408 47,408

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 9,500

減 損 損 失 1,824 11,324

税 引 前 当 期 純 利 益 436,015

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 67,386

法 人 税 等 調 整 額 △183,711 △116,324

当 期 純 利 益 552,340
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株主資本等変動計算書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他
利益剰余金
（注）

利益剰余金
合計

当 期 首 残 高 2,167,399 1,696,397 690,345 2,386,743 414,702 6,296,707 6,711,409

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △175,036 △175,036

当 期 純 利 益 552,340 552,340

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 （ 純 額 ）

事業年度中の変動額合計 － － － － － 377,303 377,303

当 期 末 残 高 2,167,399 1,696,397 690,345 2,386,743 414,702 6,674,011 7,088,713

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △2,549 11,263,002 214,133 214,133 11,477,136

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △175,036 △175,036

当 期 純 利 益 552,340 552,340

自 己 株 式 の 取 得 △125 △125 △125

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 （ 純 額 ）

△189,910 △189,910 △189,910

事業年度中の変動額合計 △125 377,178 △189,910 △189,910 187,267

当 期 末 残 高 △2,675 11,640,181 24,222 24,222 11,664,403
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（注）その他利益剰余金の内訳

(単位：千円)

償却資産
圧縮積立金

土地圧縮
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

合　　計

当 期 首 残 高 3,849 61,460 4,450,000 1,781,398 6,296,707

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △175,036 △175,036

当 期 純 利 益 552,340 552,340

自 己 株 式 の 取 得 －

償却資産圧縮積立金の取崩 △227 227 －

事業年度中の変動額合計 △227 － － 377,530 377,303

当 期 末 残 高 3,621 61,460 4,450,000 2,158,929 6,674,011

連結注記表・個別注記表について

株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結注記表」及び「個別注記表」に

つきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイ

ト（http://www.meiwasangyo.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知添付書類には記

載しておりません。したがって、本招集ご通知添付書類に含まれる「連結計算書類」及び「計

算書類」は、監査役及び会計監査人が監査した連結計算書類及び計算書類の一部です。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

 独立監査人の監査報告書 

2019年５月14日

盟 和 産 業 株 式 会 社

取 締 役 会　御 中

有 限 責 任　あ ず さ 監 査 法 人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齊 藤 文 男 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小 泉 　 淳 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、盟和産業株式会社の2018年４月１日から
2019年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、盟和産業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書謄本

 独立監査人の監査報告書 

2019年５月14日

盟 和 産 業 株 式 会 社

取 締 役 会　御 中

有 限 責 任　あ ず さ 監 査 法 人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齊 藤 文 男 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小 泉 　 淳 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、盟和産業株式会社の2018年４月１日
から2019年３月31日までの第64期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上

－ 26 －

会計監査人の監査報告書



監査役会の監査報告書謄本

　 監　査　報　告　書 　
　当監査役会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第64期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のと
おり報告いたします。
1.　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、業務の分担等に従い、
取締役、内部監査部門等その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事
業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するため
に必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任 あずさ監査法人から当該内部
統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて
説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたし
ました。

2.　監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認

められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告
に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2019年５月22日

盟和産業株式会社　監査役会

常勤監査役 小 松 繁 雄 ㊞
社外監査役 佐 田 成 史 ㊞
社外監査役 森 山 弘 和 ㊞

以　上

－ 27 －
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

期末配当に関する事項

　第64期の期末配当につきましては、企業基盤強化のために必要な内部留保を

確保しながら、安定的な配当の継続を基本に、業績及び配当性向等を総合的に

勘案して、以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金25円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は87,515,550円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　2019年６月26日といたしたいと存じます。

－ 28 －

剰余金処分議案



第２号議案　取締役５名選任の件

　現在の取締役全員（５名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、改めて取締役５名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

取締役候補者

候補者
番　号

氏 名
（生　年　月　日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当　　社
株式の数

１

し

清
みず

水
とし

俊
ひこ

彦
（1946年９月11日生）

1970年10月 当社入社
1997年７月 当社東海営業部長
1998年10月 当社総務部長
2002年６月 当社取締役総務部長
2005年６月 当社取締役兼執行役員管理部門担当、総

務部長、情報システム室長
2006年６月 当社取締役兼常務執行役員管理部門担当
2008年６月 当社取締役専務執行役員管理部門（総務

部、財務部、情報システム部）、内部統
制担当

2009年６月 当社代表取締役副社長、社長補佐、管理
部門管掌、調達部門担当

2010年４月 当社代表取締役社長
2017年４月 当社代表取締役会長
2019年４月 当社取締役会長

現在に至る

19,957株

（取締役候補者とした理由）
清水俊彦氏は、2010年4月より2017年3月まで当社の代表取締役社長として当社グループ全
体の経営の指揮を執り、現在は取締役会長として当社グループにおける企業価値の更なる
向上を推進しております。また企業経営者としての豊富な経験とともに実績、能力、人格、
見識とも優れていることから、引き続き取締役候補者といたしました。

２

いい

飯
づか

塚
 

　
きよし

清
（1952年４月12日生）

2005年12月 株式会社三井住友銀行より当社へ出向、
理事（総務部専任部長）

2006年６月 当社執行役員管理部門副担当
2007年６月 当社取締役執行役員管理部門、海外事業

推進、内部統制副担当
2008年６月 当社取締役常務執行役員管理部門（企画

部）担当、海外事業推進担当
2010年６月 当社取締役常務執行役員管理部門、海外

業務部、内部統制担当
2013年６月 当社取締役専務執行役員管理部門、海外

業務部、内部統制担当
2015年４月 当社取締役副社長執行役員、社長補佐、管

理部門、海外業務部、内部統制担当
2017年４月 当社代表取締役社長

現在に至る

20,668株

（取締役候補者とした理由）
飯塚　清氏は、海外での豊富な実務経験、さらに当社グループ内における海外事業の推進、
管理部門を担当するなど幅広い見識を有し、2017年4月より当社の代表取締役社長を務め、
グループ全体の経営の指揮を執り企業価値の向上を強力に推進しております。その実績、
能力、人格、見識とも優れていることから、引き続き取締役候補者といたしました。

－ 29 －

取締役選任議案



候補者
番　号

氏 名
（生　年　月　日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当　　社
株式の数

３

おお

大
つき

槻
ひさ

久
と

人
（1953年２月23日生）

1976年４月 当社入社
2000年10月 当社技術部長
2004年７月 当社東海営業部長
2006年６月 当社執行役員自動車部品営業部門副担

当、東海営業部長
2008年６月 当社上席執行役員技術開発部門副担当、

新規事業副担当
2009年６月 当社上席執行役員中国室長
2011年６月 当社取締役常務執行役員自動車部品営業

部門担当
2014年４月 当社取締役常務執行役員自動車部品営業

部門統括兼技術開発部門担当
2015年４月 当社取締役専務執行役員自動車部品営業

部門統括、技術開発部門、品質保証部門
担当

2016年４月 当社取締役専務執行役員調達部、住宅営
業部門、品質保証部門担当

2017年４月 当社取締役専務執行役員住宅営業部門、
品質保証部門担当

2018年４月 当社取締役専務執行役員技術開発部門、
品質保証部門、生産部門担当

2019年４月 当社取締役副社長執行役員社長補佐、技
術開発部門、品質保証部門、生産部門担
当
現在に至る
〈重要な兼職の状況〉
MEIWA INDUSTRY(THAILAND)CO.,LTD.取締役
MEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC.取締役

3,545株

（取締役候補者とした理由）
大槻久人氏は、当社取締役として技術開発、営業、品質保証、生産の各部門担当役員を歴
任、海外現地法人の立上げ・運営にも経営者として直接携わるなど、豊富な経験と幅広い
知見を有し、現在は副社長執行役員社長補佐として、グループ全体の企業価値の向上を強
力に推進しております。その実績、能力、人格、見識とも優れていることから、引き続き
取締役候補者といたしました。

４

はら

原
 

　
あき

秋
ひこ

彦
（1952年10月11日生）

1980年４月 弁護士登録
1985年５月 米国ニューヨーク州　弁護士登録
1992年７月 三井安田法律事務所参加
1994年６月 株式会社中村屋　社外監査役

現在に至る
2004年２月 日比谷パーク法律事務所参加

現在に至る
2011年６月 当社社外監査役
2013年６月 当社社外取締役

現在に至る
〈重要な兼職の状況〉
弁護士
株式会社中村屋　社外監査役

200株

（社外取締役候補者とした理由）
原　秋彦氏は、法律の専門家として豊かな経験と専門知識を有することから、社外取締役
としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、引き続き社外取締役候補者とい
たしました。同氏は、これまで直接会社経営に関与された経験はありませんが、企業法務
の分野を専門としており、経営の監督機能の観点から社外取締役としての職務を適切に遂
行することができるものと判断しております。

－ 30 －

取締役選任議案



候補者
番　号

氏 名
（生　年　月　日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当　　社
株式の数

５

み

三
うら

浦
たか

孝
あき

昭
（1948年11月27日生）

1984年８月 監査法人朝日会計社（現有限責任 あずさ
監査法人）入社

2000年７月 同社代表社員
2008年６月 あずさ監査法人（現有限責任 あずさ監査

法人）退社
2009年６月 当社社外監査役
2015年３月 株式会社三陽商会　社外監査役

現在に至る
2015年６月 当社社外取締役

現在に至る
〈重要な兼職の状況〉
株式会社三陽商会　社外監査役

0株

（社外取締役候補者とした理由）
三浦孝昭氏は、会計の専門家として豊かな経験と専門知識を有することから、社外取締役
としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、引き続き社外取締役候補者とい
たしました。同氏は、これまで直接会社経営に関与された経験はありませんが、企業会計
の分野を専門としており、経営の監督機能の観点から社外取締役としての職務を適切に遂
行することができるものと判断しております。

（注）1.　各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2.　原　秋彦氏及び三浦孝昭氏は社外取締役候補者であります。
3.　原　秋彦氏の当社社外取締役就任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって６年となり

ます。
4.　三浦孝昭氏の当社社外取締役就任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって４年となり

ます。
5.　責任限定契約について

会社法第427条第１項に基づき、原　秋彦氏及び三浦孝昭氏との間で責任限定契約を締結し
ております。当該責任限定契約の内容の概要は、会社法第423条第１項の責任について、両
氏が取締役の職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、1,000万円又は法令に
定める金額のいずれか高い額を限度とするものであります。また、原　秋彦氏及び三浦孝
昭氏の再任が承認された場合は、両氏との当該契約を継続する予定であります。

6.　社外取締役候補者原　秋彦氏及び三浦孝昭氏を株式会社東京証券取引所の有価証券上場規
程第436条の２に定める独立役員として同取引所に届け出ており、両氏が取締役に就任した
場合には、引き続き独立役員となる予定であります。

7.　原　秋彦氏及び三浦孝昭氏は、過去に当社の社外監査役であったことがあります。
8.　各取締役候補者の所有する当社株式の数は、所有する株式数に役員持株会での持分を合算

して表示しております。
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第３号議案　監査役３名選任の件

　本総会の終結の時をもって、監査役小松繁雄、佐田成史、森山弘和の各氏は任

期満了となります。つきましては、監査役３名の選任をお願いいたしたいと存じ

ます。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

監査役候補者

候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当　　社
株式の数

１

※
の

野
ざわ

澤
こう

浩
せい

正
（1962年４月19日生）

1986年４月 当社入社
2013年１月 当社岐阜工場長
2016年８月 当社内部監査室長
2017年12月 当社品質保証部長

 現在に至る

409株

（監査役候補者とした理由）
野澤浩正氏は、技術開発、工場運営、品質保証等の豊富な実務経験、直近での内部監査
の業務経験から、さらに当社監査体制の維持強化に活かしていただきたいため、監査役
候補者といたしました。

２

さ

佐
た

田
しげ

成
ふみ

史
（1952年５月１日生）

1976年４月 株式会社太陽神戸銀行（現株式会社三井
住友銀行）入行

1992年４月 株式会社さくら銀行（現株式会社三井住
友銀行）東京営業第三部主任調査役

2001年４月 株式会社三井住友銀行豊田法人営業部長
2006年９月 株式会社陽栄執行役員
2007年６月 同社常務取締役
2011年６月 株式会社陽栄ホールディング常務執行役

員
2012年６月 同社代表取締役専務執行役員
2013年６月 株式会社陽栄代表取締役専務執行役員
2014年１月 当社仮社外監査役
2014年６月 当社社外監査役

現在に至る

0株

（社外監査役候補者とした理由）
佐田成史氏は、金融機関で培った財務及び会計に関する幅広い知見を有し、また企業経
営者として豊富な経験を有することから経営全般の監視と助言を期待し、引き続き社外
監査役候補者といたしました。

３

もり

森
やま

山
ひろ

弘
かず

和
（1950年７月１日生）

1969年４月 山一證券株式会社入社
1974年７月 株式会社山一証券経済研究所出向
1994年４月 同社経営調査部長
1998年２月 株式会社森山弘和事務所代表取締役社長
2005年４月 株式会社レコフ常務執行役員
2008年５月 株式会社森山事務所代表取締役社長
2015年６月 当社社外監査役

現在に至る
2016年６月 株式会社はせがわ　社外取締役

現在に至る
〈重要な兼職の状況〉
株式会社はせがわ　社外取締役

0株

（社外監査役候補者とした理由）
森山弘和氏は、経営コンサルティングに関する幅広い知見を有し、また企業経営者とし
て豊富な経験を有することから経営全般の監視と助言を期待し、引き続き社外監査役候
補者といたしました。
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（注）1.　※印は、新任の監査役候補者であります。
　　　2.　各監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

3.　佐田成史氏及び森山弘和氏は社外監査役候補者であります。
4.　佐田成史氏の当社社外監査役就任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって５年５ヶ月

（うち当社仮社外監査役就任期間５ヶ月）となります。
5.　森山弘和氏の当社社外監査役就任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって４年となり

ます。
6.　責任限定契約について

会社法第427条第１項に基づき、佐田成史氏及び森山弘和氏との間で責任限定契約を締結し
ております。当該責任限定契約の内容の概要は、会社法第423条第１項の責任について、両
氏が監査役の職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、1,000万円又は法令に
定める金額のいずれか高い額を限度とするものであります。また、佐田成史氏及び森山弘
和氏の再任が承認された場合は、両氏との当該契約を継続する予定であります。
野澤浩正氏が監査役に選任された場合には、同氏との間で同様の契約を締結する予定であ
ります。
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第４号議案　補欠監査役１名選任の件

　2018年６月26日開催の第63回定時株主総会において補欠監査役に選任された坂

本赫志氏の選任の効力は本総会の開始の時までとされておりますので、法令に定

める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、改めて補欠監査役１名の選任を

お願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠の監査役候補者は、次のとおりであります。

補欠監査役候補者

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当　　社
株式の数

う

宇
さ

佐
み

美
まさ

雅
ひこ

彦
（1952年４月27日生）

1976年４月 三井信託銀行株式会社（現三井住友信託
銀行株式会社）入行

2003年７月 中央三井信託銀行株式会社（現三井住友
信託銀行株式会社）証券代行部法務グル
ープ　法務担当部長

2012年４月 三井住友信託銀行株式会社証券代行コン
サルティング部　法務担当部長

2017年３月 三井住友信託銀行株式会社　退社

0株

（補欠の社外監査役候補者とした理由）
宇佐美雅彦氏は、金融機関で長年にわたり培った会社法等の実務法務全般に関する豊富
な経験と幅広い識見を有することから、当社の社外監査役としての職務を適切に遂行し
ていただけるものと判断し、補欠の社外監査役の候補者といたしました。同氏は、これ
まで直接会社経営に関与された経験はありませんが、会社法等の実務法務全般を専門と
しており、経営の監督機能の観点から社外監査役としての職務を適切に遂行することが
できるものと判断しております。

（注）1.　補欠監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2.　宇佐美雅彦氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
3.　責任限定契約について

会社法第427条第１項に基づき、宇佐美雅彦氏が社外監査役に就任した場合には、同氏との
間で責任限定契約を締結する予定であります。当該責任限定契約の内容の概要は、会社法
第423条第１項の責任について、同氏が監査役の職務を行うにつき善意でかつ重大な過失が
ないときは、1,000万円又は法令に定める金額のいずれか高い額を限度とするものでありま
す。

以　上
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〈メ　モ　欄〉
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